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障と国家」比較法史研究 10『歴史のなかの普遍法』（2002 年）215 頁以下参照。
） 佐々木惣一「皇室典範及皇室令」法学論叢 20 巻号（昭和年）99 頁。








































	） 小嶋和司「帝室典則について」『行政行為と憲法』（昭和 47 年）397 頁。






































究 近代』（平成 21 年，古書院）105 頁以下所収，129-130 頁（初出は國學院法学 19 巻号，
昭和 57 年）。
































 明治 20・21 年ロエスレル答議からの示唆
ところで，明治 22年に制定された帝国憲法 73条項では，帝国憲法の改正
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との規定を憲法に設けるべきとの献策を行い，この規定が，明治 20 年 10月草
案では「皇室典範ノ変更ハ帝国議会ノ承認ヲ経ルヲ要セス」となり，その後の
帝國憲法第 74条の起源になったものと思われる。






































































































































































16） 御厨貴「宮中・皇室をめぐる政治史」『年報近代日本研究 20 宮中・皇室と政治』（1998 年）
頁以下参照。

































19） 宮沢俊義『憲法略説』（昭和 17 年）235 頁。さらに，宮沢『皇室法』（日本評論社，昭和 15
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22） 宮沢『憲法略説』（昭和 17 年）236 頁も参照。なお，金森徳次郎『帝国憲法要綱』（昭和
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25） 有賀長雄『国法学』（明治 36 年以後明治 40 年以前）71-72 頁。同『国法学 上』（明治 36
年）256-260 頁も同趣旨を説いている。
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『太陽』28 巻 8 号（大正 11 年）である）。
28） 1876-1950 年，明治 34 年助教授採用，明治 41 年教授昇進（国法学講座），因みに，筧克彦
が明治 33 年助教授採用，36 年教授（行政法講座，41 年から大正年まで法理学兼担）。
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39） 宮澤『憲法略説』（昭和 17 年）73-75 頁。
40） 芹沢斉「［第章］天皇」同ほか編『新基本法コンメンタール 憲法』（2011 年）15 頁。











































































家 ヘルマン・レームの公法学 」国家学会雑誌 126 巻・号（平成 25 年）101 頁以下参
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45） 原田一明「明治 40 年皇室典範『増補』考」國學院法学第 40 巻 4 号（2003 年）189 頁以下。
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条項（明治 15 年），裁判所構成法 38 条，50 条項（明治 23 年），刑事訴訟法 130 条項
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56） 黒田覚『日本憲法論 中』（昭和 13 年）273 頁。
57） 黒田・前掲書 276 頁。
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